
沖縄防衛局 

退職者またはご家族の皆さまへ  

 

労災補償制度のお知らせについて 

 

 

　謹啓 益々のご清祥のこととお慶び申し上げます。  

　沖縄防衛局は、駐留軍等労働者の皆さまの雇用主として労務管理業務

を行っております。 

　今般、石綿（アスベスト）による退職者の健康被害に対応するため、

退職者またはご家族の皆さまに対して労災補償制度の概要について、退

職者の皆さまのお名前でお知らせを送付させていただきました。 

 

「特別遺族給付金」の請求期限が令和１４年３月２７日まで延長されたことから、送付させてい

 ただきました。

 　今回のお知らせがご不要の際は、破棄していただいて差し支えございません。

 

　沖縄防衛局は、在職時の作業内容から健康に不安を感じている方、現

在、咳や痰等の自覚症状のある方、更に肺がんや中皮腫といった肺の病

気を患っている方及びそのような退職者のご家族の方などからのご相談

に応じております。 

　つきましては、労災保険給付等については「その病気、その症状は石

綿（アスベスト）が原因かもしれません」（同封資料１）、「「特別遺族給

付金」に関する大切なお知らせです」（同封資料２）をご参照の上、ご

不明な点等がございましたら、最寄りの「石綿問題に係る健康相談窓口」

（同封資料３）までお問い合わせください。 

　ここに同封した資料が、退職者またはご家族の皆さまのお役に立てば

幸いと存じます。  

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　敬具 

（同封資料）  

１　その病気、その症状は石綿（アスベスト）が原因かもしれません  

２　「特別遺族給付金」に関する大切なお知らせです 

３　石綿問題に係る健康相談窓口（防衛省、独立行政法人駐留軍等労働者労務管理機構、都道府県

　労働局等関係機関） 
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令和8年3月26日までに石綿

令和14年3月27日

令和14年3月27日

（*） 令和4年の「石綿による健康被害の救済に関する法律」改正により、「特別遺族給付金」の支給対象が拡大され、改正前に
は支給を受けられなかった平成28年3月27日以降に死亡した方のご遺族についても支給を受けられるようになりました。



令和8年3月26日までに石綿

令和14年3月27日

令和14年3月27日

（*） 令和4年の「石綿による健康被害の救済に関する法律」改正により、「特別遺族給付金」の支給対象が拡大され、改正前に
は支給を受けられなかった平成28年3月27日以降に死亡した方のご遺族についても支給を受けられるようになりました。

Administrator
ノート
←　消してください



「特別遺族給付金」に関する
大切なお知らせです

石綿（アスベスト）健康被害者のご遺族の皆さまへ

（注）

お問い合わせ先

特別遺族給付金の請求手続などについては、最寄りの都道府県労働局または労働基
準監督署までご相談ください。

労災保険の給付対象とならない方の救済給付については、独立行政法人環境再生保全
機構までお問い合わせください。 （フリーダイヤル 0120-389-931）

http://www.mhlw.go.jp

トップページ「クローズアップ厚生労働省」をクリック → 雇用・労働「アスベスト
（石綿）」へお進みください。（労災認定等事業場一覧表を掲載しています）

○

○

厚生労働省・都道府県労働局・労働基準監督署

厚生労働省のホームページ厚生労働省のホームページ

「石綿による健康被害の救済に関する法律の一部を改正する法律」
(以下「改正石綿救済法」といいます)が、令和４年６月17日に施行されました。

この改正により、以下の２点が変更になりましたのでご注意ください。

特別遺族給付金の

請 求 期 限
令和14年３月27日まで
延長されました。

特別遺族給付金の

支 給 対 象

令和８年３月26日までに
亡くなった労働者のご遺族の方
へと拡大されました。
（注）労災保険の遺族補償給付を受ける権利が時効
（５年）によって消滅した場合に限ります。

①

②



①特別遺族給付金の請求期限の延長

令和14年３月27日まで延長されました。

②特別遺族給付金の支給対象の拡大

（１）令和８年３月26日までに亡くなった労働者（または特別
加入者。以下同じ）のご遺族の方へと拡大されました。

（注）労災保険の遺族補償給付を受ける権利が時効（５年）によって消滅した場合に限ります。

（２）労働者が亡くなった時期により、支給対象となる給付が異
なります。

① 平成29年６月16日までに亡くなった場合
●改正石綿救済法に基づく特別遺族給付金の支給対象となります。
（※）特別遺族給付金は、原則として請求の翌月分から支給されます。ただし、平成28年３月27日
から平成29年6月16日までに亡くなった場合の特別遺族年金の支給は、労災保険の遺族補償給付
を受ける権利が時効によって消滅した日の属する月の翌月分から、さかのぼって行われます。

② 平成29年６月17日から令和８年３月26日までに亡くなった場合
●労災保険法に基づく遺族補償給付の支給対象となりますので、お早めに請求手続を行ってください。
●ただし、改正石綿救済法の施行日（令和４年６月17日）以降、労災保険法に基づく遺族補償給付を
受ける権利が、労働者が亡くなった日の翌日から５年を経過したことにより時効で消滅した場合は、
特別遺族給付金の支給対象となります。

●なお、令和８年３月27日以降に亡くなった場合も、労災保険法に基づく遺族補償給付の支給対象と
なります。

★ 請求手続は、所定の請求書により労働基準監督署で行ってください。
中皮腫で亡くなった労働者の石綿ばく露作業への従事期間が短い場合（１年未満）や、カルテや

エックス線写真などがないために亡くなった労働者の肺がんの原因が石綿によるものかどうか不明
な場合であっても、特別遺族給付金の支給が認定されることがありますので、都道府県労働局また
は労働基準監督署へご相談ください。

①

特別遺族給付金

②

改正石綿救済法により、新たに支給対象となった方

平成28年３月27日 平成29年６月16日 令和８年３月26日

新たに時効が成立した場合

（※）

労災保険の遺族補償給付

救済給付（環境再生保全機構から給付）についても改正が行われました。

☆改正の内容についてはこちらをご覧ください。
http://www.env.go.jp/air/asbestos/index.html

☆救済給付の手続きは、独立行政法人環境再生保全機構、環境省地方環境事務所、最寄りの保健所で
行っています。
【お問い合わせ】 フリーダイヤル 0120－389－931 http://www.erca.go.jp/asbestos/

☆救済給付との同時請求について
石綿を原因とする病気について、その原因が仕事によるものか仕事以外のものか分からない場合、

特別遺族給付金の請求と救済給付の申請、あるいは労災保険法に基づく請求と救済給付の申請を同時
に行うことも可能です。



防衛省地方協力局

労務管理課安全衛生室

東北防衛局

総務部総務課

三沢防衛事務所

労務対策官

北関東防衛局

総務部総務課

横田防衛事務所

労務対策官

南関東防衛局

労務管理官

横須賀防衛事務所

首席労務対策調査専門官

座間防衛事務所

首席労務対策調査専門官

富士防衛事務所

安全衛生専門官

近畿中部防衛局

総務部総務課

京都防衛事務所

労務対策調査専門官

中国四国防衛局

総務部総務課

岩国防衛事務所

労務対策官

九州防衛局

総務部総務課

佐世保防衛事務所

労務対策官

沖縄防衛局

労務管理官

（財）沖縄駐留軍
〒９０４－００３４ 沖縄県沖縄市山内４丁目１－４０　２F ０９８－９２３－００３３

離職者対策センター

〒９０４－０２９５ 沖縄県中頭郡嘉手納町字嘉手納２９０－９ ０９８－９２１－８２１５

担当部署 住所 電話番号

〒８１２－００１３
福岡県福岡市博多区博多駅東２－１０－７

０９２－４８３－８８１１
福岡第２合同庁舎

〒８５７－００４１
長崎県佐世保市木場田町２－１９

０９５６－２３－３１５７
佐世保合同庁舎

〒７３０－００１２
広島県広島市中区上八丁堀６－３０

０８２－２２３－８２８４
広島合同庁舎４号館

〒７４０－００２７ 山口県岩国市中津町２－１５－７ ０８２７－２１－６１９５

〒２４２－０００４ 神奈川県大和市鶴間１－１３－２ ０４６－２６５－６１３０

〒４１２－００４２ 静岡県御殿場市荻原６０６ ０５５０－８２－１６２３

〒５４０－０００８ ０６－６９４５－４９５１

〒６０４－８４８２ ０７５－８１２－１８８７

大阪府大阪市中央区大手前４－１－６７

大阪合同庁舎第２号館

京都府京都市中京区西ノ京笠殿町３８

京都地方合同庁舎

〒２３８－０００５
神奈川県横須賀市新港町１－８

０４６－８２２－２４９２
横須賀地方合同庁舎７Ｆ

〒３３０－９７２１
埼玉県さいたま市中央区新都心２－１

０４８－６００－１８０５
さいたま新都心合同庁舎２号館

〒１９７－０００３ 東京都福生市熊川８６４ ０４２－５５１－６７２２

電話番号

〒１６２－８８０１ 東京都新宿区市谷本村町５－１
０３－３２６８－３１１１

（内線36545）

〒２３１－０００３
神奈川県横浜市中区北仲通５－５７

０４５－２１１－７１２５
横浜第２合同庁舎

　 防衛省、独立行政法人駐留軍等労働者労務管理機構及び沖縄駐留軍離職者対策センターでは、次のとおり石綿問
題に係る健康相談窓口を開設しております。

〒９８３－０８４２
宮城県仙台市宮城野区五輪１－３－１５

０２２－２９７－８２０９
仙台第３合同庁舎

〒０３３－００１２ 青森県三沢市平畑１－１－３１ ０１７６－５３－３１９１

担当部署 住所

防 衛 省

石綿問題に係る健康相談窓口

駐留軍離職者対策センター
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佐世保支部給与厚生課 〒８５７－００５６ 長崎県佐世保市平瀬町３－１ ０９５６－２３－７１９１

沖縄支部厚生課 〒９０４－０２０２ 沖縄県中頭郡嘉手納町字屋良１０５８－１ ０９８－９２１－５５３４

呉分室 〒７３７－００５１
広島県呉市中央１－６－９

０８２３－３２－７０８７
センタービル呉駅前４階

座間支部給与厚生課 〒２５２－００１１ 神奈川県座間市相武台１－４６－１ ０４６－２５１－０７０２

岩国支部給与厚生課 〒７４０－００２７ 山口県岩国市中津町２－１５－３５ ０８２７－２１－１２７１

京丹後支部 〒６２９－２５０３ ０７７２－６８－０９２０
京都府京丹後市大宮町周枳1975　

MICビル1階

横須賀支部給与厚生課 〒２３８－００１１
神奈川県横須賀市米が浜通１－６

０４６－８２８－６９４６
村瀬ビル４階

横田支部給与厚生課 〒１９６－００１４
東京都昭島市田中町５６８－１

０４２－５４２－７８８３
昭島昭和第２ビル４階

三田ＭＴビル６階

三沢支部給与厚生課 〒０３３－００１２ 青森県三沢市平畑１－１－２５ ０１７６－５３－４１６５

担当部署 住所 電話番号

〒１０８－００７３
東京都港区三田３－１３－１２

０３－５７３０－２１６８労務部厚生課

独立行政法人駐留軍等労働者労務管理機構
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長野労働局 〒３８０－８５７２ ０２６－２２３－０５５６

岐阜労働局 〒５００－８７２３
岐阜市金竜町５丁目１３番地

０５８－２４５－８１０５
岐阜合同庁舎３Ｆ

長野市中御所１丁目２２－１

長野労働合同庁舎３Ｆ

福井労働局 〒９１０－８５５９
福井市春山１丁目１番５４号

０７７６－２２－２６５６
福井春山合同庁舎９Ｆ

山梨労働局 〒４００－８５７７ 甲府市丸の内１丁目１番１１号 ０５５－２２５－２８５６

富山労働局 〒９３０－８５０９
富山市神通本町１丁目５番５号

０７６－４３２－２７３９
富山労働総合庁舎３Ｆ

石川労働局 〒９２０－００２４
金沢市西念３丁目４番１号

０７６－２６５－４４２６
金沢駅西合同庁舎５階

神奈川労働局 〒２３１－８４３４
横浜市中区北仲通５丁目５７番地

０４５－２１１－７３５５
横浜第２合同庁舎８Ｆ

新潟労働局 〒９５０－８６２５
新潟市中央区美咲町１－２－１

０２５－２８８－３５０６
新潟美咲合同庁舎２号館３Ｆ

千葉労働局 〒２６０－８６１２
千葉市中央区中央４丁目１１番１号

０４３－２２１－４３１３
千葉第２地方合同庁舎３Ｆ

東京労働局 〒１０２－８３０６
千代田区九段南１－２－１

０３－３５１２－１６１７
九段第３合同庁舎１３階

群馬労働局 〒３７１－８５６７
前橋市大手町２－３－１

０２７－８９６－４７３８
前橋地方合同庁舎８階

埼玉労働局 〒３３０－６０１６ ０４８－６００－６２０７
さいたま市中央区新都心１１番地２

ランド・アクシス・タワー１５Ｆ

茨城労働局 〒３１０－８５１１
水戸市宮町１丁目８－３１

０２９－２２４－６２１７
茨城労働総合庁舎

栃木労働局 〒３２０－０８４５
宇都宮市明保野町１番４号

０２８－６３４－９１１８
宇都宮第２地方合同庁舎３Ｆ

山形労働局 〒９９０－８５６７
山形市香澄町３丁目２番１号

０２３－６２４－８２２７
山交ビル３階

福島労働局 〒９６０－８０２１
福島市霞町１－４６

０２４－５３６－４６０５
福島合同庁舎５Ｆ

宮城労働局 〒９８３－８５８５
仙台市宮城野区鉄砲町１番地

０２２－２９９－８８４３
仙台第４合同庁舎

秋田労働局 〒０１０－０９５１
秋田市山王７丁目１番３号

０１８－８８３－４２７５
秋田合同庁舎

青森労働局 〒０３０－８５５８
青森市新町２－４－２５

０１７－７３４－４１１５
青森合同庁舎

岩手労働局 〒０２０－８５２２
盛岡市盛岡駅西通１丁目９番１５号

０１９－６０４－３００９
盛岡第２合同庁舎５階

担当部署 住所 電話番号

北海道労働局 〒０６０－８５６６
札幌市北区北８条西２丁目１番１号

０１１－７０９－２３１１
札幌第１合同庁舎

　肺がん（原発性）や中皮腫等を発症し、それらが業務により石綿にさらされたことが原因であると認められた場合には、
労災保険給付を受けることが出来ます。また、労災保険の遺族補償給付の支給を受ける権利が時効により消滅した御
遺族の方は、特別遺族給付金を受けることができます。
　なお、詳細については、都道府県労働局の労災補償課及び労働基準監督署に御相談下さい。

都道府県労働局
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宮崎労働局 〒８８０－０８０５
宮崎市橘通東３丁目１番２２号

０９８５－３８－８８３７
宮崎合同庁舎２階

熊本労働局 〒８６０－８５１４
熊本市西区春日２丁目１０番１号

０９６－３５５－３１８３
熊本地方合同庁舎Ａ等９階

大分労働局 〒８７０－００３７
大分市東春日町１７番２０号

０９７－５３６－３２１４
大分第２ソフィアプラザビル６Ｆ

佐賀労働局 〒８４０－０８０１
佐賀市駅前中央３丁目３番２０号

０９５２－３２－７１９３
佐賀第２合同庁舎４階

長崎労働局 〒８５０－００３３
長崎市万才町７－１

０９５－８０１－００３４
ＢＴＭ長崎ビル

高知労働局 〒７８０－８５４８ 高知市南金田１番３９号 ０８８－８８５－６０２５

福岡労働局 〒８１２－００１３
福岡市博多区博多駅東２丁目１１番１号

０９２－４１１－４７９９
福岡合同庁舎新館４Ｆ

香川労働局 〒７６０－００１９
高松市サンポート３番３３号

０８７－８１１－８９２１
高松サンポート合同庁舎３階

愛媛労働局 〒７９０－８５３８
松山市若草町４番地３

０８９－９３５－５２０６
松山若草合同庁舎５Ｆ

山口労働局 〒７５３－８５１０
山口市中河原町６番１６号

０８３－９９５－０３７４
山口地方合同庁舎２号館

徳島労働局 〒７７０－０８５１
徳島市徳島町城内６番地６

０８８－６５２－９１４４
徳島地方合同庁舎

岡山労働局 〒７００－８６１１
岡山市北区下石井１丁目４番１号

０８６－２２５－２０１９
岡山第２合同庁舎

広島労働局 〒７３０－８５３８
広島市中区上八丁堀６番３０号

０８２－２２１－９２４５
広島合同庁舎２号館５階

鳥取労働局 〒６８０－８５２２ 鳥取市富安２丁目８９－９ ０８５７－２９－１７０６

島根労働局 〒６９０－０８４１
松江市向島町１３４番１０

０８５２－３１－１１５９
松江地方合同庁舎５Ｆ

奈良労働局 〒６３０－８１１３
奈良市法蓮町１６３－１

０７４２－３２－１９１０
新大宮愛正寺ビル３階

和歌山労働局 〒６４０－８５８１
和歌山市黒田二丁目３番３号

０７３－４８８－１１５３
和歌山労働総合庁舎

大阪労働局 〒５４０－８５２７
大阪市中央区大手前４丁目１番６７号

０６－６９４９－６５０７
大阪合同庁舎第２号館９Ｆ

兵庫労働局 〒６５０－００４４
神戸市中央区東川崎町１丁目１番３号

０７８－３６７－９１５５
神戸クリスタルタワー１６Ｆ

滋賀労働局 〒５２０－０８０６ ０７７－５２２－６６３０

京都労働局 〒６０４－０８４６ 京都市中京区両替町通御池上ル金吹町４５１ ０７５－２４１－３２１７

愛知労働局 〒４６０－０００８
名古屋市中区栄２丁目３番１号

０５２－８５５－２１４７
名古屋広小路ビルヂング１１階

三重労働局 〒５１４－８５２４
津市島崎町３２７番地２

０５９－２２６－２１０９
津第２地方合同庁舎

大津市打出浜１４－１５

滋賀労働総合庁舎６階

担当部署 住所 電話番号

静岡労働局 〒４２０－８６３９
静岡市葵区追手町９番５０号

０５４－２５４－６３６９
静岡地方合同庁舎３階
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秋田産業保健総合支援センター 〒０１０－０８７４
秋田県秋田市千秋久保田町６－６

０１８－８８４－７７７１
秋田県総合保健センター４Ｆ

宮城産業保健総合支援センター 〒９８０－６０１５
宮城県仙台市青葉区中央４－６－１

０２２－２６７－４２２９
ＳＳ３０ １５Ｆ

岩手産業保健総合支援センター 〒０２０－００４５
岩手県盛岡市盛岡駅西通２－９－１

０１９－６２１－５３６６
マリオス１４Ｆ

青森産業保健総合支援センター 〒０３０－０８６２
青森県青森市古川２－２０－３

０１７－７３１－３６６１
朝日生命青森ビル８Ｆ

担当部署 住宅 電話番号

北海道産業保健総合支援センター 〒０６０－０００１
北海道札幌市中央区北１条西７－１

０１１－２４２－７７０１
プレスト１・７ビル２Ｆ

本部 〒２１２－８５５４
神奈川県川崎市幸区大宮町１３１０

０１２０－３８９－９３１
ミューザ川崎セントラルタワー９Ｆ

九州地方環境事務所
〒８６０－００４７ ０９６－３２２－２４１１

環境対策課

担当部署 住所 電話番号

熊本県熊本市西区春日２－１０－１

熊本地方合同庁舎Ｂ棟４階

桜ノ宮合同庁舎４階

中国四国地方環境事務所
〒７００－０９07

岡山県岡山市北区下石井１－４－１
０８６－２２３－１５８１

環境対策課 岡山第２合同庁舎１１Ｆ

中部地方環境事務所
〒４６０－０００１ 愛知県名古屋市中区三の丸２－５－２ ０５２－９５５－２１３４

環境対策課

近畿地方環境事務所
〒５３０－００４２

大阪府大阪市北区天満橋1丁目８番７５号
０６－６８８１－６５０３

環境対策課

関東地方環境事務所
〒３３０－９７２０

埼玉県さいたま市中央区新都心１－１
０４８－６００－０８１５

環境対策課 さいたま新都心合同庁舎１号館６階

東北地方環境事務所
〒９８０－００１４

宮城県仙台市青葉区本町３－２－２３
０２２－７２２－２８７３

環境対策課 仙台第２合同庁舎６Ｆ

　 労災保険法などで補償を受けられない石綿（アスベスト）による中皮腫や肺がんを発症している方及びこの法律の　施
行前にこれらの疾病を発症し死亡した方の御遺族に対して、医療費等の救済給付が支給されます。 申請等の受付は、
各地方環境事務所のほか、独立行政法人環境再生保全機構やお近くの保健所でも行っています。郵送でも申請等もで
きます。

担当部署 住所 電話番号

北海道地方環境事務所
〒０６０－０８０８

北海道札幌市北区北８条西２丁目
０１１－２９９－１９５２

環境対策課 札幌第１合同庁舎３階

鹿児島労働局 〒８９２－０８４２
鹿児島市東千石町１４－１０

０９９－２２３－８２８０
天文館ＮＮビル５階

沖縄労働局 〒９００－０００６
那覇市おもろまち２丁目１番１号

０９８－８６８－３５５９
那覇第２地方合同庁舎（１号館）３Ｆ

担当部署 住所 電話番号

労働基準監督署

独立行政法人環境再生保全機構

独立行政法人労働者健康福祉機構 産業保健総合支援センター

環境省 地方環境事務所
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広島産業保健総合支援センター 〒７３０－００１１
広島県広島市中区基町１１－１３

０８２－２２４－１３６１
合人社広島紙屋町アネクス５Ｆ

岡山産業保健総合支援センター 〒７００－０９０７
岡山県岡山市北区下石井２－１－３

０８６－２１２－１２２２
岡山第一生命ビルディング１２Ｆ

島根産業保健総合支援センター 〒６９０－０００３
島根県松江市朝日町４７７－１７

０８５２－５９－５８０１
松江SUNビル７Ｆ

鳥取産業保健総合支援センター 〒６８０－０８４６
鳥取県鳥取市扇町１１５－１

０８５７－２５－３４３１
鳥取駅前第一生命ビルディング６Ｆ

和歌山産業保健総合支援センター 〒６４０－８１３７
和歌山県和歌山市吹上２－１－２２

０７３－４２１－８９９０
和歌山県日赤会館７F

奈良産業保健総合支援センター 〒６３０－８１１５
奈良県奈良市大宮町１－１－３２

０７４２－２５－３１００
奈良交通第３ビル３F

兵庫産業保健総合支援センター 〒６５１－００８７
兵庫県神戸市中央区御幸通６－１－２０

０７８－２３０－０２８３
ジイテックスアセントビル８Ｆ

大阪産業保健総合支援センター 〒５４０－００３３
大阪府大阪市中央区石町２－５－３

０６－６９４４－１１９１
エル・おおさか南館９Ｆ

京都産業保健総合支援センター 〒６０４－８１８６
京都府京都市中京区車屋町通御池下ル梅屋町

０７５－２１２－２６００
３６１－１　アーバネックス御池ビル東館５Ｆ

滋賀産業保健総合支援センター 〒５２０－００４７
滋賀県大津市浜大津１－２－２２

０７７－５１０－０７７０
大津商中日生ビル８Ｆ

三重産業保健総合支援センター 〒５１４－０００３
三重県津市桜橋２－１９１－４

０５９－２１３－０７１１
三重県医師会館ビル５Ｆ

愛知産業保健総合支援センター 〒４６１－０００５
愛知県名古屋市東区東桜１－１３－３

０５２－９５０－５３７５
NHK名古屋放送センタービル２Ｆ

静岡産業保健総合支援センター 〒４２０－００３４
静岡県静岡市葵区常磐町２－１３－１

０５４－２０５－０１１１
住友生命静岡常磐町ビル９Ｆ

岐阜産業保健総合支援センター 〒５００－８８４４
岐阜県岐阜市吉野町６－１６

０５８－２６３－２３１１
大同生命・廣瀬ビル８Ｆ

長野産業保健総合支援センター 〒３８０－０９３５
長野県長野市中御所１－１６－１１

０２６－２２５－８５３３
鈴正ビル２Ｆ

山梨産業保健総合支援センター 〒４００－００４７
山梨県甲府市徳行５－１３－５

０５５－２２０－７０２０
山梨県医師会館２階

福井産業保健総合支援センター 〒９１０－０００６
福井県福井市中央１－３－１

０７７６－２７－６３９５
加藤ビル７Ｆ

石川産業保健総合支援センター 〒９２０－００２４
石川県金沢市西念１－１－３

０７６－２６５－３８８８
コンフィデンス金沢８Ｆ

富山産業保健総合支援センター 〒９３０－０８５６
富山県富山市牛島新町５－５

０７６－４４４－６８６６
インテックビル４Ｆ

新潟産業保健総合支援センター 〒９５１－８０５５
新潟県新潟市中央区礎町通二ノ町２０７７

０２５－２２７－４４１１
朝日生命新潟万代橋ビル６Ｆ

神奈川産業保健総合支援センター 〒２２１－０８３５
神奈川県横浜市神奈川区鶴屋町３－２９－１

０４５－４１０－１１６０
第６安田ビル３Ｆ

東京産業保健総合支援センター 〒１０２－００７５
東京都千代田区三番町６－１４

０３－５２１１－４４８０
日本生命三番町ビル３Ｆ

千葉産業保健総合支援センター 〒２６０－００１３
千葉県千葉市中央区中央３－３－８

０４３－２０２－３６３９
日進センタービル８Ｆ

埼玉産業保健総合支援センター 〒３３０－００６4
埼玉県さいたま市浦和区岸町７－５－１９

０４８－８２９－２６６１
全電通埼玉会館あけぼのビル３Ｆ

群馬産業保健総合支援センター 〒３７１－００２２
群馬県前橋市千代田町１－７－４

０２７－２３３－００２６
群馬メディカルセンタービル２Ｆ

栃木産業保健総合支援センター 〒３２０－０８１１
栃木県宇都宮市大通り１－４－２４

０２８－６４３－０６８５
ＭＳＣビル４階

茨城産業保健総合支援センター 〒３１０－００２１
茨城県水戸市南町３－４－１０

０２９－３００－１２２１
水戸ＦＦセンタービル８Ｆ

福島産業保健総合支援センター 〒９６０－８０３１
福島県福島市栄町６－６

０２４－５２６－０５２６
ＮＢＦユニックスビル１０Ｆ

担当部署 住宅 電話番号

山形産業保健総合支援センター 〒９９０－００４７
山形県山形市旅篭町３－１－４

０２３－６２４－５１８８
食糧会館４F
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１．石綿の特殊健診、診断、治療が可能な労災病院

横浜労災病院（※） 〒２２２－００３６ 神奈川県横浜市港北区小机町３２１１ ０４５－４７４－８１１１

新潟労災病院（※） 〒９４２－８５０２ 新潟県上越市東雲町１－７－１２ ０２５－５４３－３１２３

東京労災病院（※） 〒１４３－００１３ 東京都大田区大森南４－１３－２１ ０３－３７４２－７３０１

関東労災病院（※） 〒２１１－８５１０ 神奈川県川崎市中原区木月住吉町１－１ ０４４－４１１－３１３１

千葉労災病院（※） 〒２９０－０００３ 千葉県市原市辰巳台東２－１６ ０４３６－７４－１１１１

東北労災病院（※） 〒９８１－８５６３ 宮城県仙台市青葉区台原４－３－２１ ０２２－２７５－１１１１

福島労災病院 〒９７３－８４０３ 福島県いわき市内郷綴町沼尻３ ０２４６－２６－１１１１

釧路労災病院（※） 〒０８５－８５３３ 北海道釧路市中園町１３－２３ ０１５４－２２－７１９１

青森労災病院 〒０３１－８５５１ 青森県八戸市白銀町字南ヶ丘１ ０１７８－３３－１５５１

　 労災病院において、石綿ばく露歴のある方、その家族の方々、開業医等からの診断・治療、健康診断に関する御相談
を受け付けています。最寄りの労災病院までお問い合わせ下さい。（対応可能な労災病院は、下記のとおりです。）

担当部署 住所 電話番号

北海道中央労災病院（※） 〒０６８－０００４ 北海道岩見沢市４条東１６－５ ０１２６－２２－１３００

沖縄産業保健総合支援センター 〒９０１－０１５２
沖縄県那覇市字小禄１８３１－１

０９８－８５９－６１７５
沖縄産業支援センター２Ｆ

鹿児島産業保健総合支援センター 〒８９０－００５２
鹿児島県鹿児島市上之園町２５－１

０９９－２５２－８００２
中央ビル４Ｆ

宮崎産業保健総合支援センター 〒８８０－００２４
宮崎県宮崎市祇園３－１

０９８５－６２－２５１１
矢野産業祇園ビル２Ｆ

大分産業保健総合支援センター 〒８７０－００４６
大分県大分市荷揚町３－１

０９７－５７３－８０７０
いちご・みらい信金ビル６Ｆ

熊本産業保健総合支援センター 〒８６０－０８０６
熊本県熊本市中央区花畑町９－２４

０９６－３５３－５４８０
住友生命熊本ビル３Ｆ

長崎産業保健総合支援センター 〒８５２－８１１７
長崎県長崎市平野町３－５

０９５－８６５－７７９７
建友社ビル３Ｆ

佐賀産業保健総合支援センター 〒８４０－０８１６
佐賀県佐賀市駅南本町６－４

０９５２－４１－１８８８
佐賀中央第一生命ビル４Ｆ

福岡産業保健総合支援センター 〒８１２－００１６
福岡県福岡市博多区博多駅南２－９－３０

０９２－４１４－５２６４
福岡県メディカルセンタービル１Ｆ

高知産業保健総合支援センター 〒７８０－０８５０
高知県高知市丸ノ内１－７－４５

０８８－８２６－６１５５
総合あんしんセンター３Ｆ

愛媛産業保健総合支援センター 〒７９０－００１１
愛媛県松山市千舟町４－５－４

０８９－９１５－１９１１
松山千舟４５４ビル２Ｆ

香川産業保健総合支援センター 〒７６０－００５０
香川県高松市亀井町２－１

０８７－８２６－３８５０
朝日生命高松ビル３F

徳島産業保健総合支援センター 〒７７０－０８４７
徳島県徳島市幸町３－６１

０８８－６５６－０３３０
徳島県医師会館３Ｆ

担当部署 住宅 電話番号

山口産業保健総合支援センター 〒７５３－００５１
山口県山口市旭通り２－９－１９

０８３－９３３－０１０５
山口建設ビル４Ｆ

独立行政法人労働者健康福祉機構 労災病院
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※印は、アスベスト疾患センターを設置している病院

２．石綿の特殊健診が可能な労災病院

九州労災病院門司
〒８０１－８５０２ 福岡県北九州市門司区東港町３－１ ０９３－３３１－３４６１

メディカルセンター

吉備高原
〒７１６－１２４１ 岡山県加賀郡吉備中央町吉川７５１１ ０８６６－５６－７１４１

医療リハビリテーションセンター

大阪労災病院 〒５９１－８０２５ 大阪府北区堺市長曽根町１１７９－３ ０７２－２５２－３５６１

熊本労災病院（※） 〒８６６－８５３３ 熊本県八代市竹原町１６７０ ０９６５－３３－４１５１

担当部署 住所 電話番号

九州労災病院（※） 〒８００－０２９６ 福岡県北九州市小倉南区葛原高松１－３－１ ０９３－４７１－１１２１

長崎労災病院（※） 〒８５７－０１３４ 長崎県佐世保市瀬戸越２－１２－５ ０９５６－４９－２１９１

香川労災病院（※） 〒７６３－８５０２ 香川県丸亀市城東町３－３－１ ０８７７－２３－３１１１

愛媛労災病院（※） 〒７９２－８５５０ 愛媛県新居浜市南小松原１３－２７ ０８９７－３３－６１９１

中国労災病院（※） 〒７３７－０１９３ 広島県呉市広多賀谷１－５－１ ０８２３－７２－７１７１

山口労災病院（※） 〒７５６－００９５ 山口県山陽小野田市大字小野田１３１５－４ ０８３６－８３－２８８１

山陰労災病院（※） 〒６８３－８６０５ 鳥取県米子市皆生新田１－８－１ ０８５９－３３－８１８１

岡山労災病院（※） 〒７０２－８０５５ 岡山県岡山市築港緑町１－１０－２５ ０８６－２６２－０１３１

神戸労災病院（※） 〒６５１－００５３ 兵庫県神戸市中央区籠池通４－１－２３ ０７８－２３１－５９０１

和歌山労災病院（※） 〒６４０－８５０５ 和歌山県和歌山市木ノ本９３－１ ０７３－４５１－３１８１

旭労災病院（※） 〒４８８－８５８５ 愛知県尾張旭市平子町北６１ ０５６１－５４－３１３１

関西労災病院（※） 〒６６０－８５１１ 兵庫県尼崎市稲葉荘３－１－６９ ０６－６４１６－１２２１

浜松労災病院（※） 〒４３０－８５２５ 静岡県浜松市東区概蓋町２５ ０５３－４６２－１２１１

中部労災病院（※） 〒４５５－８５３０ 愛知県名古屋市港区港明１－１０－６ ０５２－６５２－５５１１

担当部署 住所 電話番号

富山労災病院（※） 〒９３７－００４２ 富山県魚津市六郎丸９９２ ０７６５－２２－１２８０
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